
　第二期計画に基づき、平成２５年から平成２９年までの５年間における取組内容について、検証・評価します。
	


がん医療の充実
	第二期計画における取組目標
	平成25年度の取組状況
	これまでの進捗状況
	課題・方向性

	５　がん医療に関する相談支援・情報提供
（１）患者・家族等が利用しやすい府民目線の情報提供の推進
○　がん診療連携協議会は、すべての国指定拠点病院及び府指定拠点病院が、府民にとってわかりやすい情報が提供できるよう、患者団体等の意見を踏まえ、情報のあり方を検討し、各がん拠点病院への周知を図ります。
○　国指定拠点病院及び府指定拠点病院は、がん診療連携協議会の方針を踏まえ、診療機能や診療実績、専門的にがん診療を行う医師及び臨床試験（治験）の実施状況に関する情報等、がん診療に関する情報の公開をさらに充実させることとします。
○　府及び府立成人病センターは、「がん診療ＮＯＷ」をはじめ、がんに関する様々な情報提供機能について、より一層、府民への周知を図るとともに、がんに関する情報を掲載したパンフレット等を、すべてのがん患者及び家族等が、容易に入手できるようにします。
○　がんに関する情報は、がん患者の立場に立って提供される必要があることから、府は、生存率等の公表に際しては、府民が理解しやすく、誤解を招かないよう、また、がん患者及び家族等の心理面にも配慮した情報提供のあり方に努めます。
　
（２）相談支援機能の向上と府民への周知
○　国指定拠点病院は、がん拠点病院間で、相談支援センター機能の格差が生じないよう、がん診療連携協議会等で、積極的に情報交換を図り、府民にとって利用しやすい環境を整備し、より一層、府民への周知を図ります。
○　府指定拠点病院においても、同様の取組により、積極的に相談支援機能の充実を図るとともに、府民への周知に努めます。
○　医師及び医療技術者、心理、介護に携わる人、相談員等がんに携わるすべての人が、がん患者及び家族等のこころのケアに配慮した行動をとれるよう人材育成に努めます。
	＜情報提供＞

・「大阪がん情報提供コーナー」と府ホームページの連携→リンク済み

＜相談支援＞
国指定拠点病院（14施設）の現況報告を精査し、相談支援センターの状況を、わかりやすい形式で「がん診療NOW」にて公表。

①多様な分野の専門家が配置

・医師、看護師、薬剤師等の医療従事者、ソーシャルワーカー、管理栄養士・心理職・事務職など。
②相談員について

・研修を修了した相談員が少なくとも2名配置。常勤/非常勤別では常勤が全体の85％。

・相談業務経験年数は２～３年が最も多く、次いで４～５年。経験年数の平均は4.8年。
③相談件数について

・14施設の相談件数の合計は、年間30,118件。
④相談対応時間について

・対応時間は内容により異なり、在宅、介護関連では対応時間が長い傾向。
＜アンケート実施(Ｈ26年２月)＞
相談支援機能の向上を図るため、拠点病院（60施設）向けに実施。

・相談支援センター関連

（場所・スペース、周知対策、

配置職員・設備、相談件数、

相談者、相談の種類・内容）

※就労支援含む。

・院内患者会・院内患者サロン
（参加対象、がん種、自他施設等）

・その他の患者支援


	＜情報提供＞

・都道府県拠点病院（府立成人病Ｃ）において各がん拠点病院の医療情報やがんに関する各種情報を一元的に提供するホームページを開設
・都道府県拠点病院を中心に「がん患者のための地域の療養情報」冊子を作成し、相談支援センター等へ配布
＜相談支援＞

・都道府県拠点病院及び国指定拠点病院

設置機関14か所
・国立がん研究センターの実施する研修の修了相談員配置状況
３人以上配置　11か所
２人以上配置　　３か所
・利用状況
相談件数　約５件／１日当たり
（電話相談等含）
・府指定拠点病院
設置機関46か所
	・「大阪がん情報提供コーナー」の府民への周知
・「がん患者のための地域の療養情報」の府民への周知
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	９　がん対策の新たな試み
（１）患者・家族との意見交換、就労支援
○　がん患者をはじめとする関係者と、がん対策の現状や方向性について継続的に意見交換を実施していきます。

また、このような取組を通じて、がん以外の患者へも配慮しつつ、がん患者・経験者の就労をはじめとする社会的な問題に関するニーズ・課題を把握し、関係部局と連携しながら取組方策について検討します。

（２）大阪府がん対策基金について
○　大阪府がん対策基金は、がんの予防及び早期発見の推進その他がん対策の推進に資するため、第二期計画の期間中に広く府民の皆様からいただいた寄付をもとに、がん検診の普及啓発や在宅療養などの事業を、公募方式も取り入れて実施し、がん対策の充実に活かします。
	＜大阪府がん対策意見交換会の実施＞

・がん患者を含めた府民との意見交換会を開催予定

＜がん患者の就労支援について＞

・平成24年12月１日～平成25年12月31日、大阪府における「がん患者等に対する就労支援の試み」として、府商工労働部、ＪＯＢプラザＯＳＡＫＡと連携し、モデル事業を実施。
・患者支援検討部会において、平成26年２月実施のアンケート調査項目の中に、就労支援の項目を入れて実施。

＜基金の歳入状況について＞

・平成25年１月末、４１件10,320千円
＜基金事業について＞

・平成25年7月、基金シンボルマーク公募、選定
・平成25年10月、府庁正面玄関前において、検診団体と協働によるがん検診車出陣式等を実施。

・平成25年10月、企画提案型公募によるがん対策貢献事業を実施

　採択事業：４件

（がんの予防につながる学習活動の充実：大阪南医療Ｃ）

（がん検診の普及・啓発：ＮＰＯ法人ピンクリボン大阪、

ＮＰＯ法人がんと共に生きる会）

（がん患者の在宅療養・看護：ＮＰＯ法人泉州がん医療ネットワーク）

	＜新規項目＞

・大阪府がん対策意見交換会として、平成24年11月13日、21日に、「大阪府がん対策基金事業案」「第二期大阪府がん対策推進計画策定」について実施。

＜新規項目＞

・平成24年11月大阪府がん対策基金を設置。
（歳出事業の実施）
平成25年度～平成29年度の５年間

（基金規模）３千万円（６年間）
	・がん患者・経験者の就労をはじめとする社会的な問題に関するニーズの把握。

・がん基金を活用した取組みの実施。

・府民へのがん検診に対する正しい知識、重要性の周知。




第二期計画の取組内容の検証・評価
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